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　現在、開発途上国においても高等教育修了者

は急速に増加しており、しばしば高学歴取得者

の失業が深刻な問題とされている。本稿では、

「高等教育を修了した人口を吸収する雇用先が

十分に整備されていない後発開発途上国カンボ

ジアにおいて、高学歴取得者の雇用吸収先が不

足しているにも拘わらず、大学進学者が増加し

続けているのはなぜなのか」という問題意識の

もと、カンボジアの特定地域において、経済的

には一見不合理なまでの「上昇志向」が発達し

ていく仕組みを論じる。

　Becker [1975=1976]以来、経済学において進

学はしばしば、「人的資本」に対する投資とし

て捉えられ、個人の経済的な利得を最大化する

行動として説明されてきた。とりわけ、識字教

育や公衆衛生教育としての側面を持つ基礎教育

とは質を異にする高等教育に関しては、進学は

投資的な行動として議論される傾向があり(荒

井[1990], 島[1999])、さらに子弟を進学させる

親の行動を説明する場合は、彼ら自身が移動し

何かを学び習得するわけではないという事情か

ら、投資的な発想で大学進学を捉えていると考

えられてきた。こうした説明は、簡明で汎用性

の高いものではあるが、開発途上国における進

学状況を説明する議論としては不十分である。

開発途上国ではしばしば、先進国の資本が安価

な労働力を求めて投下され、高賃金で雇用吸収

力が高い産業が形成されにくい。そのため、高

学歴取得者向けの「よい仕事」が絶対的に不足

し、高学歴取得者の失業が深刻な問題とされて

いる。しかしこうした状況にもかかわらず、多

くの途上国で大学進学率は上昇している。特に

カンボジアでは、ポル・ポト政権時(1975～

1979年)に国内の産業基盤が一旦崩壊し、1980

年代の計画経済体制時に国内の産業基盤が育成

されず、1990年代前半から流入した海外資本も

低賃金の縫製業に集中し、現在でも高学歴取得

者が望むような待遇を備えた雇用先が十分に整

備されずにいる。しかし「よい仕事」の不足が

広く認識されている一方で、カンボジアでは現

在でも進学者数が増加し続けている地域が少な

くない。このような地域の住民は、経済的には

不合理なまでの「上昇志向」を発達させている

かのようにみえるのである。こうした状況は、

人的資本論における経済的合理性という観点か

らのみでは説明され難い。

　近年では、所得の増加と人的資本の蓄積のあ

いだに有意な相関が示されていないというマク

ロ経済的な分析のもと、経済的収益以外の様々

な基準によって途上国における人的資本蓄積の

メカニズムを説明する研究も登場してきている

(Glewwe and Jacoby [2004], 加藤[2008])。しかし

こうした経済学的研究の多くは、高等教育から

効用を引き出す個人や、大学進学に対して意味

づけをする個人に焦点を当てたものではなく、

大学進学という選択肢から個人が得る効用の可

変性を考慮した研究は十分に蓄積されてこな

かった。

　以上をふまえ本稿では、特に大学進学という
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選択肢の持つ意味の可変性に着目し、自らの生

活の文脈でコスト・ベネフィットの判断を戦略

的におこなう生活主体としての人間の合理性に

焦点を当てる。具体的には、綿密な現地調査を

通して村の社会経済構造や、村の慣習、住民に

よる語りを分析することにより、当該社会にお

ける住民の思考枠組みに接近し、「経済的な収

益を見込めない子弟の大学進学に対し住民(親)

がどのような意味づけをし、進学を正当化して

いるのか」を検討する。こうした検討をとおし

て、カンボジアの特定地域において、経済的に

は一見不合理なまでの「上昇志向」が発達して

いく仕組みを明らかにする。

　本稿の狙いは、進学の誘因を抽出することで

はなく、特定社会における重要な誘因に着目し

た上で、その誘因を進学誘因たらしめる社会の

あり方に焦点を当て、大学進学を選好する住民

の思考様式が特定社会において形成されていく

仕組みを明らかにすることである。こうした点

から本稿は、特定社会において合理的な利潤追

求を義務とする思考が発達していく過程を理解

する、Weber [1920=1989]以来の社会学的な研

究を、グローバル化が進んだ現代の開発途上国

カンボジア農村の事例を踏まえ、再考する試み

として位置付けられる。

　本稿ではまず、カンボジアにおける高等教育

の位置づけを、国レベルのマクロな視点で整理

する。次に、調査概要を述べ調査地を概観した

上で、調査地周辺での生活の変化を、1990年代

末以降を中心に把握する。そして、村の慣習を

踏まえた上で農村住民の語りを分析し、子弟の

大学進学に対する彼らの意味づけとその背景を

検討する。なお高等教育機関としては、主に大

学を扱う。

Ⅰ.カンボジアにおける高等教育事情

　ポル・ポト政権(1)期を含む内戦の終結から約

20年の現在、カンボジアの教育制度は、復興・

開発の時にあるとされる。現在の公教育制度で

は、初等教育６年間と前期中等教育３年間が義

務教育となっており、さらにその後の教育とし

ては後期中等教育３年間、高等教育が存在する。

初等教育(小学校)、前期中等教育(中学校)、後

期中等教育(高校)の統計上の純就学率は2007年

の時点で、それぞれ約82％、約29％、約13％で

ある(2)。全体的に見ると後期中等教育以上の教

育を受けた者の割合は少なく、彼らは国内で貴

重な人材になりうる。しかし高いレベルの教育

を受けた人間の雇用状況は厳しいものであり、

「大学を出ても仕事がない」という発言が至る

ところで聞かれる。　

Ⅰ.1.高等教育の歴史

　まず、カンボジアにおける高等教育の位置づ

けを把握するため、その歴史を(1)フランス保

護下時代から1969年、(2)1970～1979年(ロン・

ノル政権、ポル・ポト政権時代)、(3)1979~1989

年(カンプチア人民共和国時代：冷戦期)、(4) 

1990年代、2000年代(復興・開発時代)、に区分

して整理し、概観する。なお、近代カンボジア

高等教育の展開に関しては、Pit and Ford [2004= 

2006]に詳しい。

Ⅰ.1.(1).フランス保護下時代から1969年

　近代カンボジアにおける最初の高等教育機関

(大学)は、フランスの植民地時代が終わる数年

前である1947年に開校された。1953年、独立を

果たしたカンボジアはノロドム・シハヌークの

指導のもと、近代化のプロセスにおける重要な

要素として、教育システムの拡大を図った。具

体的には、カンボジアの国際的評価を高めるた

めに、教育の質的向上よりも量的拡大を重視し、

高等教育の量的拡大を急速に進めていった(Pit 

and Ford [2004=2006])。またこうした状況下、

1960年代のカンボジアでは、雇用の受け皿が不

足していることに不満を持った大学卒業者たち
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が、左派に同調し、反政府闘争組織に参加して

いった(Osborne [1994=1996:146, 212])。

Ⅰ.1.(2). 1970～1979年(ロン・ノル政権、ポ

ル・ポト政権時代)

　1960年代後半までの経済政策の結果、経済が

停滞したカンボジアでは、1970年、ロン・ノル

主導のクーデターによってクメール共和国が樹

立された。そして、その後５年間続いた戦争に

より、教育システムは人的・物質的な負担に苦

しむことになった。1975年から1979年までのポ

ル・ポト政権下では、すべての教育システムが

廃止された。またポル・ポト政権下では、多く

の教師や学生、知識人が、殺害されたか国外に

避難した。この時代には、大学生の９割以上が

クメール・ルージュ(3)によって虐殺されたとさ

れている(Pit and Ford [2004=2006])。

Ⅰ.1.(3). 1979～1989年(カンプチア人民共和国

時代：冷戦期)

　1979年になると、ソビエトが後押しするかた

ちで、親ベトナム型のカンプチア人民共和国が

樹立した。新政権は、冷戦下の東西対立の下で

国際的承認を得ることができず、緊急援助が必

要な状態であった。こうした状況下で、ベトナ

ム人やロシア人の専門家たちによる技術支援を

得るため、ソビエト・モデルに従い、専門的教

育機関として高等教育機関が再建された。当時、

高等教育機関としての大学の役割は、卒業後に

自動的に行政に携わることになる幹部候補生の

育成であった(Pit and Ford [2004=2006])。

Ⅰ.1.(4).1990年代、2000年代(復興・開発時代)

　カンボジアでは1990年代に、国家の市場経済

への移行にともない、国内で高等教育の大衆化

が進んでいったとされている。1990年代、カン

ボジアの政治や経済は、海外の援助機関や民間

企業、国際機関と密接に関わるようになって

いった。1993年にUNTAC(国連カンボジア暫定

統治機構)がカンボジアの政治に介入するよう

になると、多くの外国人がカンボジアに訪れる

ようになった。1994年にはカンボジア王国投資

法が発令され、海外直接投資の積極的な受け入

れ態勢に入り、1999年にはカンボジアは東南ア

ジア諸国連合(ASEAN)に加盟することとなった。

こうした海外機関・企業との関わりの密接化の

なかで、カンボジア人の教育水準を外国人の想

定する教育水準へと引き上げる必要性が増して

いった。しかしポル・ポト政権下での大量虐殺

以降、カンボジアでは人的資源が不足しており、

自国の人間や財源、経験のみで教育改革をおこ

なうには限界があった。そのため、外国人専門

家や海外援助機関の協力に依存し、教育改革を

おこなっていった(Pit and Ford [2004=2006])。

　こうした状況下でカンボジアでは1990年以降、

高等教育の大衆化が進んだとされる。しかし形

式的に内戦が終結したとされる1993年代以降も、

国内では「国家の担い手をめぐる武力闘争」

(天川[2001])の下で政治的な不安定が続いてい

た。そのため、本格的な開発を遂行する環境が

整い、一般のカンボジアの人々が平和を実感で

きるようになるのは、1990年代末を待たねばな

らなかった(山田[2011])。こうした状況にあっ

たカンボジアにおいては、高等教育は、実質的

に近年まで多くの農村住民にとって縁遠いもの

であったと考えられる。

　1997年に大学経営への民間資本の導入が認め

られるようになり、さらにカンボジアが本格的

な開発の時代を迎えた2000年代になると、高等

教育機関(特に私立大学)の数が急増した(図１)。

しかし私立大学の認可プロセスは非常に曖昧で

あり、また教育の質の管理に関してはほとんど

対策がおこなわれていない。また、乱立した私

立大学のほとんどが利益追求を重んじるもので

あるため、高校を修了し学費を収めることが出

来れば入学できることも少なくない(Pit and 
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Ford [2004=2006])。こうした私立大学の乱立の

もと、カンボジアにおける高等教育機関在籍者

数は急増している(図２)。つまり、大学生の数

が急増し、全体的な大学教育の質が低下してい
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図１：カンボジアの高等教育機関数推移
(Williams and Kitamura and Sopcheak [unpublished]より引用)

図２：カンボジアの高等教育機関在籍者数推移
(Williams and Kitamura and Sopcheak [unpublished]より引用)
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ると考えられる。

Ⅰ.2.現在カンボジア高等教育の「問題」点

　上記にようにカンボジアでは、高等教育の大

衆化が進んだここ20年以内で、私立大学の乱立

とともに大学生の数が急増し、大学教育の質が

低下している。その一方で、高等教育修了者に

見合った職の数は、修了者の増加に見合った速

度で拡大していくわけではない。カンボジア教

育省大臣であるPitと、Fordは、2004年の時点

で「カンボジアの小さな労働市場は、高い学費

を払って教育を受けた、大量の欲求不満な失業

中の大学卒業生たちですぐに氾濫するだろうと

いうことが懸念される」(Pit and Ford [2004= 

2006:392])と述べる。現在、卒業後の雇用獲得

を懸念する首都プノンペンの大学生のなかには、

複数大学や複数の学位プログラムに在籍し、少

しでも就職に有利な条件を整えようとする者も

いる。たとえば、社会的評価の高い国立大学に

所属しつつ、私立大学で職業に直結し易い実践

的な領域を学ぶ者がしばしば見られるという

(北村[2011:157])。

　では、大学卒業者に見合った仕事がプノンペ

ンよりも一層少なく、さらに国立大学が１つも

ないシェムリアップの場合、卒業後の雇用獲得

が困難であるにもかかわらず、どのようにして

大学に進学する者が増加しているのであろうか。

次節以降、シェムリアップ州都近郊の農村へと

視点を移し、検討していく。

Ⅱ.調査と調査地の概要

Ⅱ.1.調査概要

　調査は2010年８月、９月、11月、12月、2011

年８月、９月にシェムリアップ州シェムリアッ

プ郡シェムリアップ行政区P村にて計80日間実

施 し、「 非 構 造 化 面 接 法(unstructured 

interview)」によって質的データを、「半構造化

面接法(semi-structured interview)」(4)によって51

世帯(244人)分の量的データを得た。住民によ

る大学進学に対する意味づけとその背景を理解

するためには、村での生活の全体像を量的デー

タによって把握するだけではなく、大学進学に

関する住民の語りそのものを、当人のおかれた

状況に照らし合わせて対象化し、分析する必要

がある。そのため、調査対象者に自由に語って

もらうことを前提として質問内容・順序を臨機

応変に変えていく「非構造化面接法」によるイ

ンタビューを実施した。

　カンボジアの行政区にはカエット(州)、ス

ロック(郡)、クム(区)があり、最少の行政単位

クムより小さい単位には、日本語の「村」や

「集落」に相当する「プーム」がある。調査で

は、住民が強い帰属意識を感じるとされる

「プーム」を対象範囲とした。アンコール遺跡

群を有するシェムリアップ州の、州都近郊農村

を調査対象とした理由は２点ある。１点目は、

都市に近く、都市での雇用状況に関する情報を

得易いことである。調査では、雇用獲得の困難

さを認識しつつも子弟を進学させる住民から聞

き取りをおこなう必要があり、都市での雇用獲

得に関する情報を得易い地域を調査地とする必

要があった。２点目は、観光業を主産業とする

シェムリアップ州市街地周辺では、金融業など

の外資系企業が数多く参入する首都プノンペン

と比較し、提供される高賃金・効待遇の「よい

仕事」がより限定されていることである。シェ

ムリアップ州都近郊のいくつかの村では、「今

は、高校や大学を卒業した人の仕事が本当にな

い」と述べながらも、「よい将来のため」と

言って、中学生や高校生になる子弟を必死で学

習塾に通わせる住民が少なくない。

　P村では、村内での種々の活動の観察もおこ

なった。観察は、住民と食事をともにして世間

話をし、村の祭事に参加し、農業の手伝いをし

つつおこない、住民とのあいだに適切な関係性

を築きながら農村における日常生活の文脈理解
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を試みた。調査では、P村出身の日本語話者で

ある現地日本語学校職員１名がリサーチ・アシ

スタント兼通訳として同行し、筆者が現地語で

あるクメール語と日本語を、アシスタントがク

メール語を使用した。また2011年11月には、調

査地P村周辺の小・中学校、高校におけるアン

ケート調査も実施した。なお、本稿で登場する

人名や村名については、調査対象者のプライバ

シーを尊重する調査倫理の観点から、仮名とす

る。

Ⅱ.2.調査地概観

　調査地として選定したP村は、シェムリアッ

プ州都市街地の端にあるマーケットから南約５

km、東南アジア最大の湖であるトンレサップ

湖から北約10kmに位置する、「田の村」(5)である。

ほぼ街のなかと言ってもよいほどの立地であり、

市街地の雇用状況に関する情報を得やすい環境

職種 内訳 人数[人] 割合[％ ](／第三次産

業従事者43人)

ホテル・レストランスタッフ 16 37.2

オフィスワーク 0 0

清掃員・料理人 12 27.9

マッサージ 2 4.7

その他 2 4.7

ガイド 1 2.3

バイクタクシー・トゥクトゥク

運転手

3 7.0

商店・小売店 14 32.6

フォーマル(月給$80～) 2 4.7

フォーマル(月給～$80) 2 4.7

フォーマル(月給不明) 1 2.3

インフォーマル 8 18.6

不明 1 2.3

ガソリンスタンドスタッフ 2 4.7

行政機関職員 2 4.7

教師(公立学校) 1 2.3

警察官 1 2.3

NGO・NPOスタッフ 1 2.3

アチャー(祭司) 2 4.7

表１：P村における第三次産業従事者の職種内訳
(2010～2011年実施の調査をもとに、筆者作成)
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リエル usドル

就学前教育 58,000 約 13.81
初等教育 60,000 約 14.29
前期中等教育 182,000 約 43.33
後期中等教育 419,000 約 99.76
技術／職業教育 1,402,000 約333.81
大学／大学院 1,854,000 約441.43

表２：2007年 レベル別年間平均費用
(CSES2007 Educationをもとに、筆者作成)

である。シェムリアップ州計画省が作成した統

計データによると、P村の2009年度の総人口は

867人、総世帯数は153世帯、農業を主な生業形

態とする世帯は102世帯(うち稲作を主な生業と

する世帯は70世帯)である。また、日雇い農民

を含めた「主な生業が不明確な世帯」は、41世

帯である。なお2009年度の時点で、第一次産業

を主な生業とする世帯数、第二次産業を主な生

業とする世帯数、第三次産業数を主な生業とす

る世帯数、「主な生業が不明な世帯」数が総世

帯数に占める割合は、それぞれ60％、0％、

12％、28％である。ちなみに2006年度の統計

データでは、稲作を主な生業形態とする世帯は

80世帯であった。この統計上では、P村で稲作

を主な生業とする世帯は、３年間で12.5％ (10

世帯)減少したことになる。また、筆者実施の

インタビュー調査によれば、村内の第１次産業

従事者、第２次産業従事者、第３次産業の従事

者、その他(6)の割合は、それぞれ約54％、約8％、

約20％、約18％である(母数208人)。第３次産

業従事者の職種の内訳は、表１の通りであり、

オフィスワークや公務員などの比較的安定して

いるとされる職に就いている者は、ごく一部に

限られている。

　P村は、トンレサップ湖から北に10kmの場所

に位置していることもあり、地味が比較的豊か

である。村内に２本の人口水路(7)を有するP村

では、村の内外で二期作農(村内農地での雨期

農と、トンレサップ湖周辺の農地での直播によ

る乾期農、ごく稀に三期作)がおこなわれてい

る。また多くの場合、稲作をおこなっていない

村内の農地では、トウモロコシなどの野菜が育

てられている。P村内の農地を観察すると、田

植え直後の農地のすぐ隣に収穫直後の農地があ

り、その隣ではトウモロコシの葉が青々と茂っ

ている。つまり、恵まれた灌漑設備のもとで多

期作農がおこなわれるため、農期が１年の大部

分を占めているのである。こうした状況下では、

子弟が農業に従事せずに勉強をすることによる

間接費用も無視できないものである。

Ⅱ.3.P村における就学事情

Ⅱ.3.(1).就学に要する費用

　カンボジアにおける学校教育に関してはしば

しば、就学に関わる私費負担の大きさが問題視

される(表２)。実際に、調査対象地周辺で子弟

を就学させる場合にも、非常に多くの現金が必

要となる。原則的に、公立の小学校、中学校、

高校の授業料は無料であるが、大学の授業料に

関しては年間300ドル以上かかることも多い。

また学校に行くには、授業料以外にも多くの直

接費用が必要となる。学校に行くための洋服代

やお菓子代、先生に渡す補習代(8)、試験の用紙

代、バイクのガソリン代などが必要なのである。

P村では、就学中の子どもに渡す小遣い１日分

は、小・中学生で１人1,000～5,000リエル(2011
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年時点で0.25～1.25ドル)、高校生で１人4,000

～10,000リエル(１～2.5ドル)であることが多い。

また高校生のいる世帯が放課後補習・塾代とし

て支払う費用は、１か月に１人10～35ドル(複

数教科の費用合計であり、学年や時期によって

異なる)であった。少なくともP村周辺では、カ

ンボジア計画省の調査によって算出される値

(表２)よりも高い私費負担額が算出される。村

内にはこういった費用を捻出するために、土地

を売却し、借金をする世帯さえある。

Ⅱ.3.(2).P村における就学状況

　P村では、「少し前には小学校や中学校に行っ

ていない子もいたが、現在は多くの子どもが

小・中学校に行っている」といった住民の発言

が聞かれる。以下、筆者実施のインタビューに

より得られたデータをもとに、P村住民の就学

状況を概観する。データの母数はP村住民244

人であり、うち前期中等教育の対象年齢である

12～14歳が30人、後期中等教育の対象年齢であ

る15～17歳が34人、高等教育の対象年齢である

18～25歳が71人、26～40歳が54人、40歳以上が

55人である。

　図３では、小学校、中学校、高校、大学、そ

れぞれの教育段階での就学経験がある者の割合

(％)を、年齢別に示している。カンボジアでは

未だ留年が一般的である。P村周辺では、小学

校に10代後半の青年が通っていることも少なく

ない。つまり住民子弟はしばしば、彼らの年齢

で実際に通うはずの学校よりも、段階の低い学

校に通っている。このことを考慮すると、図３

からは次のことが分かる。P村では若い世代で

あればあるほど、初等・前期中等教育といった

義務教育のみならず、よりレベルの高い教育を

受けている傾向がある。なお2011年８月の段階

で、大学に籍を置く者は、18～25歳に３人いた。

P村からは未だ大学を卒業した者は出ていない。

しかし大学に進学した経験のあるP村住民は、

退学者を含め、18～25歳で４人、26～40歳で１

人、計５人存在している。なお彼らは大学にお

いて、経営、会計、といった分野を専攻してい

る。

図３：年齢別　就学経験者割合
(2010～2011年実施の調査をもとに、筆者作成)
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Ⅲ.1990年代末以降の社会経済構造の変化

と貨幣の重要性の高まり

　カンボジアの農村部の多くの地域では、国連

の監視下で総選挙が実施され政権が誕生した

1993年(形式的には内戦が終結したとされる年)

以降、急速に経済活動が拡大・多様化したとさ

れる(小林[2011:201])。しかし実際には1993年

以降も、政府軍と反政府武装勢力による局地的

な内戦や、連立与党間の武力衝突などの政情不

安が続いていた(山田[2011])。「国家の担い手を

めぐる武力闘争」(天川[2001])が現与党の人民

党の勝利というかたちで終結し、政治的安定の

もとで本格的な開発がおこなわれる環境が整っ

たのは、1990年代末のことであった。一般のカ

ンボジアの人々が平和を実感できるようになっ

たのも、武力紛争が終結した90年代末のことで

あり、カンボジアが本格的な経済開発の時代を

迎えたのは2000年代以降であるとされる(山田

[2011])。以上をふまえ、経済開発の時代を迎え

た1990年代末以降を中心に、P村周辺でどのよ

うな生活の変化がおこったのかを把握する。

Ⅲ.1.農業の機械化と産業構造の変化

　1990年代末以降、市街地で観光業が興り非農

業部門の雇用が増加したことによって、P村周

辺では、農地を所有する世帯の構成員がみな農

業に従事するとは限らない状況が生じた。さら

に、土地を売却してしまい農地を持たない者や、

土地分配後に他の村から移動してきたために農

地を持たない者も出現した。そういった労働力

と土地の需給バランスのなかで、「チュオール」

と呼ばれる定額小作農や、「プロヴァッ」と呼

ばれる分益小作農、日雇い農(１人当たりの日

当は、2010～2011年時点で2.5～３ドル)が増加

していった。その結果、農業機器を導入する環

境が整備されていくことになる。もともとＰ村

の大半の農民は、分配された小規模の土地で、

自作農(9)をおこなっていた。小規模の農業では、

農業機器は導入し難い。たとえば耕耘機を導入

するとなると、耕耘機を動かすための軽油が必

要となる。小規模の自作農のために使用するに

は、高額でかつ軽油を使用する耕耘機はあまり

にもコストが高く、かえって経済的に大きな負

担を抱えることになってしまう。しかし小作農

をするようになると、１世帯が耕作する面積が

しばしば増大し、労働力と労働時間を抑えて広

い面積の耕作を効率的におこなうために耕運機

が有用となる。このようにして村内に小作農が

増加していくと、農業機器が導入されやすい環

境が整っていった。

　そうした状況下、1997年から2000年にかけ、

フランスのODAとして「シェムリアップ州都

市近郊農業支援」がおこなわれた。その内容は、

マイクロ・ファイナンスに特化して成功したと

いわれるカンボジア国内の銀行、ACLEDA銀行

の、NGO部門「ACLEDA」のプロジェクト支

援である。こうして国外の支援も加わり、シェ

ムリアップ近郊農村ではマイクロ・ファイナン

スの普及活動が進んでいった。P村では現在、

緑のワイシャツを着た金融機関の社員がバイク

で村を訪問している様子や、家の中に無造作に

置かれた金融機関の社員の名刺が見られる。

NGOや、金融機関の精力的な活動のもと、P村

では何人かが金融機関を利用して借金をしてい

る。インタビュー時には、P村で生活する44世

帯のうち半数の22世帯が、借金経験があると申

告した。そしてそのうちの約６割(13世帯)が

ACLEDAをはじめとするマイクロ・ファイナン

スを利用していることが判明した。金融機関の

利用は、P村住民による農業機器の購入や事業

のための初期費用投入・定期的な費用投入を可

能にした。上記のような条件のもとP村では、

農業の機械化が進んでいった(図４)。またそう

した事態にともない、農業に必要な労力が減少

して農業に必要な費用が増大し、P村では産業

構造の変化が一層進んだ。



52

Ⅲ.2.生活維持費用の増大

　Ｐ村で暮らす50代の男性(稲作農民)は次のよ

うに語る。「(昔は)ご飯を食べるのにお金はい

らなかった。今と違った。野菜は自分で作る。

足りない分は、村の人に頼んでもらう。村の中

はみんな親戚だった。魚も、自分が採れないと

きは、他の人からタダで貰った。食べるもので

お金はかからなかった」「水があれば魚が採れ

る。みんなが仕事をするから、ご飯を食べられ

なくなる人はまずいない。コメとか魚はみんな

が採れるから、村の中では売れない。でも今は、

魚とかも減っている」。

　先述のとおりP村では、1990年代末以降、非

農業部門における雇用が増加した。そしてそれ

にともない、村での「仕事＝農業」という前提

が崩れ、自らの食べるものを自らで生産しない

者が出てくることになる。一定程度の住民が、

「お金はなくてもコメはある」生活ではなく

「お金がなければコメがない」生活を前提とす

るようになったのである。また川魚など入手可

能な自然資源が減少したこともあり、生活維持

に必要な費用が増大した。そうした状況下で、

村での生活において現金収入がより重要なもの

となっていった。

Ⅲ.3.基礎教育・後期中等教育の普及

　国内の治安が安定した1990年代末以降、

NGOなどの国内・国外機関による基礎教育普

及活動も活発になった。また農業の機械化と村

内人口の増加にともない、村内に労働力の余剰

が堆積していった。さらに土地の私有化(10)と地

価の上昇、非農業部門での雇用増加などによっ

て住民が少なからず現金収入を確保できるよう

になった。こうした条件が重なり、恒常的に費

用を要する基礎教育(初等・前期中等教育)が村

内でも広く普及した。こうした学校教育の普及

により、P村の生活では現金収入が恒常的に必

要とされるようになっていった。

　複数の条件が重なるなか、識字教育としての

側面を持つ基礎教育のみではなく、村内では後

期中等教育も徐々に普及していった。カンボジ

アでは小学１年生から高校３年生までを１学年

から12学年で示す。現在のP村では、「子ども

をどこまで学校に行かせたいか」という筆者の

図４：P村農家　耕耘機使用状況
(2010～2011年実施の調査をもとに、筆者作成)
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質問に対して、多くの親が「チョップ　タナッ」

と答える。「チョップ」とは、クメール語で

「終わる」を意味する言葉であり、「タナッ」に

は「クラス、学年」といった意味がある。つま

り「チョップ　タナッ」とは、「クラスがすべ

て終わるまで」を意味し、それは高校の卒業を

示している。クラスを終える(高校を卒業する)

ことは村内で１つの節目として捉えられており、

「高校を卒業させたい」というP村住民の言葉

にはしばしば「普通の子
0 0 0 0

と同じように学校に行

かせたい」という言葉がともなう。後期中等教

育を受ける者が増加した現在のP村においては、

高校卒業は、住民の「普通」の生活の一部とし

ても住民から認識されつつある。ただしこのよ

うな「普通」の生活は、あくまで彼らのイメー

ジによってつくり上げられたものに過ぎない。

244人のP村住民を対象に調査をおこなったと

ころ、15～17歳で高校に在籍している者の割合

は、同年代全体の人口の約38.2％であった。ま

た、18～25歳で高校に在籍している者と高校を

卒業した者の割合は、合わせて同年代全体の人

口の約34.8％であった。また2011年の時点で、

15～17歳の約23.5％がすでに就学しておらず、

18～25歳でも約71.8％が就学していないことが

分かった(2010年、2011年筆者実施調査より)。

たしかにP村では高校で教育を受ける者が増え

てはいるが、高校を卒業することが「普通」の

ことだとは言い難い。このことから、住民たち

にとっての「普通」の生活は彼らのイメージに

よって形成されたものであり、また実際の生活

状況に影響を及ぼす「普通」の生活のイメージ

は、必ずしも実際の生活状況を反映したもので

はないと考えられる。

　以上のように、特に1990年代末以降、P村内

における現金収入の重要性は高まっていった。

またこうした事態にともない、気候に左右され、

かつ生産物(特に籾米)の価格変化が激しい農業

は、農外雇用と比較して安定した現金収入を得

難いものとして捉えられるようになっていく。

Ⅳ.住民による「怠惰」の忌避

　以下、村の慣習を踏まえた上で、子弟を進学

させたP村住民の語りを分析し、彼らの思考枠

組みに接近していく。

Ⅳ.1.農村における相互支援と個人の責務

　かつてカンボジアの農村では、住民の大半が、

世帯規模で労働集約型の農業をおこなっていた。

P村も、そういった農村の１つであった。しか

し、１世帯の構成員で行える活動範囲・量には

限りがある。そうしたなか、農業において重要

な役割を担っていたのが「プロヴァッ ダイ」

である。「プロヴァッ ダイ」は、日本の「結」

に類似した、労働力の互酬的な相互支援の慣行

やそのための関係を指す(小林[2011:164])。

Delvertによる1949年からの10年間にわたるカ

ンボジア農村調査では、すでに「プロヴァッ 

ダイ」が観察されていた(Delvert [1961=2002: 

233])。P村の古老(70歳女性)曰く、「プロヴァッ 

ダイ」は彼女が「子どものときからずっと」P

村でおこなわれていたという。「労働力の借入

によって助けられれば、自らの世帯も借りた分

に応じて労働力を返す」ことを前提としている

「結」と同様、「プロヴァッ ダイ」でも、借り

た人数、借りた日数だけ世帯内の労働力を貸し

返すこととなっている。P村では、「田植えの

場合は１回１人につき『１プローンと５ドン

ボー(＝60束)』の早苗」というように、個人が

果たすべき責務はあらかじめ厳格に定められて

いた。一律の責務を果たすことは、P村住民に

とって、他の世帯から借りた分の労働力を確実

に返す行為であり、「(正当な理由もなく)借り

た分を返さない」という世帯間での《倫理》上

のタブーを避ける行為でもあった。「定められ

た責務を全ての住民がきちんと果たす」という
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合意形成のもと、借りた分だけ
0 0 0 0 0 0

きっちりと貸し

返すことを前提とした相互支援が、村内の複数

世帯間で成立していたのである。こうした状況

下、決まった責務を果たさない、すなわち借り

た分を返す努力をしない者は、「怠惰」(「クチュ

ル」)な者とされ、秩序を崩壊させる者として非

難された。現在、先述したような生活の変化に

ともない「プロヴァ ダイ」はほとんど見られ

なくなった(11)が、「クチュル」という言葉はし

ばしばP村内で使用される。 

　カンボジアには親族的性格の強い村が数多く

存在している(高橋(編)[1974])。シェムリアップ

州一農村において定着調査をおこなった佐藤は、

親族間の相互扶助的な支援が、カンボジア農村

住民にとっての生活維持に重要な役割を果たす

としている(佐藤[2009])。その一方で内戦前に

カンボジア農村において定着調査をおこなった

人類学者Ebiharaは、カンボジアの農村社会に

は家族や世帯を超えて組織された血縁集団のよ

うなものはなく、複数の個人が双方的に(二者

間で)結びついていると考えられる「個人的な

親族関係(personal kindred)」と呼ばれるような

ものがあるに過ぎないとしている(Ebihara 

[1986:148-149])。こうした立場からEbiharaは、

親族は組織化やクメール農民社会の機能にとっ

て他の文化ほど重要ではないとした上で、それ

でもなお親族は村の生活において人間関係の重

要な基盤の一つを構成すると述べる(Ebihara 

[1986:93])。上記のような研究に関しては更な

る検討が必要であるが、次のようなことが言え

るであろう。カンボジア農村における親族間の

相互扶助的な支援は、“親族関係を安定的な基

盤として”成り立っているものであるとは限ら

ず、(ときにシビアに)形成された個々の関係性

の上に成り立っている可能性がある。こうした

カンボジアの農村において非難の対象となると、

村での生活の節々で必要となる他者との協力関

係を結ぶことも困難になり、村内での日常生活

の維持が脅かされると感じる可能性が高い。

「怠惰」な者と見做されないことは、住民に

とって自らの存在を正当化する一つの方法であ

り、農村で日常生活を続ける条件としても考え

られる。

Ⅳ.2.若年層が抱える責務の変化

　稲作農家世帯の母親A氏は、2008年に次男B

男を大学に入学させた経験を持つ。B男は、筆

者のリサーチ・アシスタントを務めた青年であ

り、高校を卒業した2008年に市街地の大学に入

学したが、入学後１年も経たないうちに退学し

てしまった。現在B男は、市街地外れの日本語

学校で住み込みの職員として働きながら、日本

語、フランス語、英語などの学習を続けている。

こうした状況下でB男は、現在でも周囲のP村

住民や彼の両親から、「学生」として捉えられ

ている。結婚した当時A氏は、彼女の父親から

ほとんど土地を分配してもらえず、同村住民か

ら「あの家はきっと貧乏になる」と言われるよ

うな状況であった。しかしその後の懸命な働き

によって、A氏は暮らし向きを改善させたとい

う。調査中には、A氏が上記のような自分の

「成功」談を語りながら「村の他の人に笑われ

ないように頑張ってね」と言ってB男を諭す場

面が観察された。さらにA氏は、毎月40～50ド

ル(12)を世帯に入金するB男に関して「勉強のこ

とにお金がかかったのに、稼いでない。今結婚

したいなんて言ってもだめだよ、させない」と

述べた。

　現在のP村では、自らの生活を維持するため

に要した費用に見合うだけの責務を果たさなけ

れば、農村住民は他者から「怠惰」(「クチュ

ル」)な者と見做されうる。P村では、恒常的に

費用を要する学校教育が普及し、生活維持に必

要な費用に関して個人間の差異が生じるなかで、

個人が果たすべき責務は一律のものではなく

なっていった。そうした状況下では、たとえ骨
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の折れる活動に従事していたとしても、当人に
0 0 0

とっての
0 0 0 0

責務を果たしていなければ「怠惰」な

者となりうる。例えばある稲作農家の夫婦は、

高校を卒業した後に農業に励む長男のことを、

「学校の先生にならなかった」として「クチュ

ル」だと述べた。村内での現金の重要性が増大

するなか、多大な費用をかけて中等教育を受け

た若年層にとって、農業は必ずしも相応しい仕

事とは見做されない。

　日常生活における貨幣の重要性の増大により、

彼らの果たすべき責務の度合いは、貨幣を媒体

として簡素な数値に換算されることとなった。

極端に言えば、たとえ日中に賭博をして遊んで

いたとしても、生活維持にかかった費用に見

合っただけ、違う日や違う時間に経済的収益を

生み出す活動をおこなうことで当人にとっての

責務を果たしてさえいれば、「怠惰」な者とは

見做されないとも考えられる。P村における労

働は、単なる経済活動ではなく、責務を果して

いると主張する手段としての活動としても捉え

られる。そして、「普通」の生活の維持に多大

な費用(直接費用だけではなく間接費用も含む)

を要するようになると、彼らが果たすべき責務

はより多くの貨幣をもたらすこととなった。生

活維持費用の増加した現在、多大な費用をかけ

て一程の教育を受けたP村の若年層が、責務を

果していると主張できるような労働に従事する

ことは困難になっている。

Ⅳ.3.雇用に関するミスマッチ

　以上のように現代P村では、ある程度の教育

を受けた若年層が、たとえ村内の種々の活動

(例えば農業)に従事したとしても、責務を果た

す者として見做されるとは限らなくなっている。

しかしだからといって、彼らが責務を果たして

いると主張できるような「よい仕事」を提供す

る産業基盤が、P村周辺で容易に発達するわけ

ではない。現在カンボジアにおいて、特に成長

著しい産業は、製造業(縫製業が占める割合が

非常に高い)と観光業である。必ずしも賃金の

高さによってのみ「よい仕事」か否かが判断さ

れるわけではないが(13)、上記の２つの産業は、

高校卒業者の望む雇用先とはなりにくい。

　2010年11月、筆者はP村から最も近いS高校

において、高校３年生を対象とした将来の夢に

関するアンケート調査(自由回答形式)を実施し

た(図５)。また、P村から最も近いW中学校に

おいても、中学２年生を対象とした同様のアン

ケート調査を同時期におこなった。その結果、

以下のようなことが明らかになった。中学２年

生、高校３年生ともに、最も人気のある職業は

医師、次いで教師である。子どもを持つ親や小

学生に対するインタビュー調査からも同様のこ

とが言え、最も人気のある職業は医師、次に人

気があるのは教師である。ちなみに、医師を将

来の夢としている理由としては、「人の病気を

治せるから」(中学２年生／17歳女性)、「お金

がたくさんもらえるから」(高校３年生／19歳

男性)、「母親がなってほしいと言うから」(高

校３年生／18歳女性)、「卒業したら、簡単に就

職できると思うから」(高校３年生／17歳女性)

といったものが挙げられていた。２つの職業を

将来の夢とする者の人数に関して、性別の偏り

はみられない。３番目以降に人気のある職業に

関して注目すべきなのは、２人以上の中学２年

生が、縫製業とホテルスタッフを将来の夢とし

て挙げたことである。縫製業(での仕事)を将来

の夢としたのは、全員女子生徒であった。ホテ

ルスタッフは、シェムリアップ市街地や遺跡群

の主要な産業である、観光業に含まれる仕事と

して考えてもよいであろう。このように中学２

年生の将来の夢に縫製業と観光業の仕事が含ま

れている一方で、高校３年生２人以上が選ぶ将

来の夢には、そういった産業の仕事が含まれて

いない。さらに、その他という項目の内訳をみ

ても、縫製業や観光業の仕事を直接指すような
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仕事は挙げられていなかった。高校卒業を間近

に控えた彼らにとっては、縫製業や観光業の仕

事は、「よい仕事」とはならないことが多い。

このことから、実際に村周辺や市街地で見つけ

られる雇用先と、高校卒業を控えた若年層が考

える「よい仕事」とのあいだに、ずれが生じて

いることが分かる。

　さらにカンボジアでは近年、ポル・ポト政権

図５：将来の夢(高校３年生)
(2011年筆者実施のアンケート調査をもとに、筆者作成)

図６：カンボジア人口ピラミッド(2004)
(Cambodia Inter-Censal Population Survey 2004 (CPIS)より引用)
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崩壊後のベビーブーム世代が15歳以上の労働人

口として計上されることによって、若年労働人

口が増加した。こうした現在カンボジアの人口

構成比(極端に高い若年層の割合)によっても、

多くの若年高学歴取得者の雇用獲得が困難に

なっている(図６)。

　このように、高校卒業者が彼らの望むような

雇用先を得難い状況で、彼らを「学生」として

社会的に位置づけ、「よい仕事」に就く一縷の

希望を保持しつつ「怠惰」な者となることを先

延ばしできる大学進学という行為が、P村住民

から高い評価を得ることとなる。「よい仕事」

に就く可能性が保持できる学生のあいだは責務

を果たせないことが正当化されうる、という暗

黙の合意形成がP村内でなされているからであ

る。調査中には、「学生は仕事がない。まだ子

供だから」(24歳女性、主婦)などといったＰ村

住民の発言が聞かれた。

Ⅴ.日常生活におけるカテゴリーの利用

　先述したように、責務を果たしていると主張

できない若年層の状況はしばしば、若年層を学

生として位置づけることによって正当化される。

P村住民たちは、学生というカテゴリーを日常

生活に取り入れ、各々の日常生活の維持に利用

していると考えられる。P村で生活するC氏の、

長男D男の大学進学をめぐる言動には、そのこ

とが顕著に表れている。

Ⅴ.1.不良集団「スティウ」の台頭

　C氏は、P村で生活する畜産・稲作農家の母

親である。C氏の長男D男は、高校卒業後の

2010年秋に大学に入学し、2011年８月時点では

休学していた。村内でも裕福ではないC氏の世

帯は、４分の１ヘクタールほどの広さの所有農

地で行う稲作(14)と、畜産(2010年時点でアヒル

約1000羽とニワトリ約30羽を飼育していた)に

よって生計を立てている。アヒル飼いの仕事は、

P村内で、リスクの高い仕事として認識される

ことが多い。自らの仕事についてC氏は、「雨

が降ると、アヒルは卵を産まない。体温が下

がってしまうと、卵を産まない。それどころか、

死んでしまったりする。雨期は儲けがない」と

話し、「自分がやっている家畜のような仕事は、

子どもにはやらせたくない。あまり稼げないか

ら。自分の代でこの仕事は辞めたい」と述べる。

C氏は金融機関から4000ドルの借金をして、農

業にかかる費用や、D男をはじめとする子ども

の教育費(15)を賄っていた。

　C氏の家の目の前には、15人前後のP村の男

性たち(10代後半～40代)が、昼夜問わずトラン

プで非合法な賭博をしている小屋(以下、賭博

小屋とする)がある。屋根と二側面によって構

成された賭博小屋は、外から容易に覗くことが

でき、なにか「良くない」こと(16)がおこなわれ

ていることは外からでもすぐに分かるつくりに

なっている。C氏は普段から、小屋で賭博をし

ている男性たちに対して嫌悪感を露わにしてお

り、「大嫌い。ここにいてほしくない。何もす

ることがない人が見に行くんだよ」と述べる。

またインタビュー中には、「(D男を)そういうと

ころ(賭博小屋)から離れさせたい。家が近いか

ら、真似してそういうこと(トランプでの賭博)

をやるようになってしまう。見るだけじゃなく

て、ときどき実際にやってしまうんだよ。そん

なところにいてほしくない」(( )内は筆者によ

る補足)というC氏の発言も聞かれた。

　2010年８月、C氏に対するインタビュー時(D

男高校卒業後、大学入学前)、「なぜD男にそん

なに勉強させたのか」という筆者の質問に対し

C氏は、「勉強させないと、その子(D男)をどう

やって生きていかせられるか分からない。お母

さん(C氏)には継がせるような仕事がないから、

子どもにもっと熱心に勉強しなさいって言って

いる」(( )内は筆者による補足)と答えた。また

筆者がD男の所在を尋ねると、「彼は今、大学
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に話を聞きに行っているんじゃないかな。大学

に行かせないと、やらせる仕事
0 0 0 0 0 0

もないので非行

に走ってしまうかもしれない」と述べた。

　P村周辺では2000年前後から、カンボジア国

内で社会問題となっている若年層の不良集団

「スティウ」の話題が頻繁に挙がるようになっ

た。「スティウ」として語られる若年層の年齢

は、高校生くらいから20代までのことが多い。

彼らは、「バイクでの暴走」「ケンカ・暴力」

「飲酒」「ドラッグ」といった言葉とともに話題

なり、農村住民たちからの非難の対象となって

いる。「スティウ」で表される対象は、非常に

広範に及ぶ。多額の費用を負担し高校生になっ

たにも関わらず学校をさぼって遊びまわる若者

を指すこともあれば、就学をせずに村をたむろ

し遊びまわる若者を指すこともある。市街地で

生活し、クラブでの遊びに慣れている中間層や

富裕層の若者を指すこともある。ひとくちに

「スティウ」と言っても、その対象は日本語の

「不良」と同様に非常に曖昧である。本稿では、

P村内で形成される概念としての「スティウ」

に着目する。

　実はD男はP村内で「スティウ」だと噂され

る少年である(17)。バイクでの暴走やドラッグな

どの誘惑が多いシェムリアップ州都近郊の農村

P村では、一程の教育を受けながらも「よい仕

事」が得られない若年層が、しばしば不良「ス

ティウ」として顕在化する。観光業の発展に力

が注がれているシェムリアップ州都近郊では、

(1)バイクの所有を可能にする治安の良さ、(2)

ドラッグなどが流通し易いクラブなどの「ス

ティウ」の溜まり場の存在、等といった若年層

が「スティウ」となる状況を生みやすい条件が

揃っているのである。P村で生活する若年層の

親たちは、シェムリアップ州都近郊農村の住民

であるからこそ、自らの子が「スティウ」に関

わるという、避けるべき状況に直面するのであ

る。P村で暮らすある40代の女性は、「この村

の人は、自分の子どもがスティウになるまで

放っておかない」と述べる。

Ⅴ.2.学生という位置づけの意味

　D男の母親であるC氏は、自らの家が貧しい

ことを強調することでD男と「スティウ」のイ

メージとの差異を強調し、彼が「スティウ」で

あるという噂を否定していた。D男を不良にし

たくないというC氏の気持ちは、先述したイン

タビューの内容にも表れている。子弟が「ス

ティウ」に関わっていくことで、子弟の命や健

康が危険に晒される可能性がある。また、子弟

や、子弟を不良にした親が、村内で「出来損な

い」として捉えられることもある。しかし現在

のP村では、ただ何かしらの活動に従事するだ

けでは、ある程度の教育を受けた若年層は「怠

惰」な者と見做されうる(そして彼らが「よい

仕事」を得る機会は限られている)。こうした

状況では、「スティウ」と見做されがちな子弟

を、学生として位置づけることができる高等教

育に価値がおかれうる。

　2011年８月のインタビュー時、高校卒業後す

ぐにB男を働かせなかった理由を筆者が尋ねる

と、「クサエ(つながり、紐・綱)」がないから、

とC氏は述べた。これは、仕事を斡旋してくれ

るような親族や知り合いがいないことを指して

いる。カンボジアをはじめとする東南アジアで

は、地縁や血縁など、縁故の有無によって雇用

獲得の難易度が変化することが多い。特に「よ

い仕事」に就こうとする場合、縁故の有無は非

常に重要なものになる。インタビュー中D男は

筆者に、大学を卒業したら省庁などに勤める公

務員になりたい、母親からなるように言われて

いる、と話してくれた。C氏は、高校を卒業し

ても「よい仕事」(やらせる仕事
0 0 0 0 0 0

)に就くことが

出来ないD男を、大学に進学させ、D男の学生

期間を延長させることを選んだのである。D男

自身は、大学を休学した理由を「よくお酒を飲
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んでいたから、母親に休学させられた」と述べ

た。しかし後にC氏は、筆者に対して、実際に

は金銭的な余裕がなく休学させることにした、

と明かした。ここで重要なのは、C氏が大学を

辞めさせたのではなく、休学させたと主張する

点である。「よい仕事」を得られずにいるD男は、

現在でもあくまで学生として位置付けられ、そ

の状況を正当化させているのである。

Ⅵ.高等教育による秩序の再編成

Ⅵ.1.大学進学に対する意味づけ

　P村住民にとって、子弟が教育の経済的コス

トに見合った「よい仕事」を得られないことは、

それ自体では必ずしも問題とはならない。問題

なのは、ある程度の教育を受けた子弟が「よい

仕事」に就けない状態を正当化できず、自らや

子弟が村内で否定的な評価をされ、村での日常

生活を維持できなくなることである。P村住民

が高等教育に見出す効用の１つは、ある程度の

教育を受けたにもかかわらず「よい仕事」に就

けない子弟の状態を正当化できることであると

考えられる。ここでは、高等教育によって「よ

い仕事」を得られるかどうかは、結果論に過ぎ

ない。「よい仕事」を得られるがために高等教

育が評価されるのではなく、就学期間中は「よ

い仕事」を得られる一縷の希望を保持できる学

生でいられる(子弟が「出来損ない」と見做さ

れる状況を一時的に避けられる)ため、高等教

育が評価されるとも考えられる。

　先述した高等教育への価値づけの例からも分

かるように、より多くの経済的収益を生み出す

「よい仕事」は、より多くの経済的収益を欲す

る願望のみで、住民から求められるのではない。

ある程度の教育を受けた者が、より多くの経済

的収益をもたらす「よい仕事」に就かなければ、

住民が責務を果たすという農村の秩序が崩壊し

うる。そうした秩序の崩壊を避けるため、そし

て秩序を崩壊させる者として集団から排除され

ることを避けるためにも、「よい仕事」には価

値がおかれると考えられる。ここで注意しなけ

ればならないのは、Weber [1920=1989]が問題

としているように、「道徳によって労働が利益

のための活動とみなされる」(Bourdieu [1977= 

1993:51])ことなのである。カンボジアの近郊農

村P村における「利益のための活動としての労

働」は、「怠惰」という烙印を避けるという意

味での農村における秩序への参加・秩序の維持

という倫理から、ある程度の教育を受けた者や

その親によって自己目的化されるとも考えられ

る。

Ⅵ.2.社会経済構造とメンタリティの不一致

　P村では1990年代末以降の社会経済構造の変

化にともない、ある程度の教育を受けた若年層

が、労働によって彼らにとっての責務を果たす

ことが難しい状況が形成されていった。しかし

その一方で、P村では現在でも、正当な理由な

く責務を果たさない「怠惰」な者は、集団から

非難されて然るべきと考えられる。つまり、教

育を受けた若年層が、彼らにとっての責務を果

たすことが困難な状況であるにもかかわらず、

彼らが責務を果たさないことは許されないので

ある。実際の人間の生活では、人間のメンタリ

ティは、社会経済構造の変化に対応したかたち

で都合よく変化していくものではない。とりわ

けカンボジア都市近郊農村のように、外国企業

による直接投資の増加にともない急速に社会経

済構造が変化した地域では、社会経済構造と住

民のメンタリティとのあいだの不一致は、内発

的な経済発展を遂げた地域よりも顕著である。

こうして、変化した社会経済構造とそれに見合

わないメンタリティが共存している現在のP村

では、農村住民が集団から排除される危険性は

高まっている。

　こうした状況下で、住民が「出来損ない」と

なることを避ける必要性に迫られるほど、大学
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進学に価値がおかれると考えられる。現時点で

は大学進学というかたち以外に、高校を卒業し

た後「よい仕事」に従事できずにあぶれた若者

や、「スティウ」として顕在化しつつある若者

が、その状況を正当化する方法を見つけること

は難しいであろう。P村住民は、ここ20年以内

で大衆化が進んだ制度である高等教育を利用す

ることで、農村内の秩序を再編成しようとして

いると考えられる。現代の後発開発途上国カン

ボジアの都市近郊農村P村では、社会経済構造

と住民のメンタリティの不一致の下、農村社会

で排除されることに対する住民の不安が、住民

子弟の大学進学というかたちで現れているとも

考えられる。

結

　調査中、シェムリアップ市街地外れで生活す

る40代前半のある男性(州内の農村出身)は、「別

にお金持ちにならなくても、暮らしていけるだ

けのお金があればいい。カンボジアには農業が

あるから、カンボジア人は飢え死にしない」と

話した。こうした意見が存在する一方で特定地

域の一部の人々は、「よい将来のため」と言っ

て借金をしながら子弟を大学に進学させるなど、

強い「上昇志向」を有しているようにみえる。

しかし高学歴取得者にふさわしい雇用先が発達

し難いカンボジアでは、そうした彼らの行動は

ときに、経済的には不合理なものにさえみえる。

では、彼らはどのようにして、このような「上

昇志向」とも捉えられるような思考枠組みを発

達させていったのであろうか。それが本稿で論

じてきた基本的な問いであった。本稿では、以

下のようなかたちで結論を提示することとする。

　1990年代末以降のP村では、生活維持に必要

な費用の増大にともない、労働集約型の農業を

基盤とするかつての社会秩序(農業に従事する

ことで、もれなく責務を果たすことができる)

が解体しつつある。こうした状況下で、住民や

その子弟が親族や同村住民からの否定的な評価

(「怠惰」、「クチュル」)や「スティウ」への関わ

りといった「望ましくない生活」を避ける必要

に迫られるほど、「よい仕事」を得る一縷の希

望を保持しつつ子弟が「出来損ない」となる

(見做される)ことを避けられる大学進学に、価

値がおかれると考えられる。このような、当該

社会における「望ましくない生活」を避ける農

村住民の営為や思考枠組みは、結果的に「上昇

志向」として捉えられうる。労働集約型の農業

を基盤とした農村社会におけるメンタリティが、

農村の社会経済構造が変容する中でも残存し、

同質性(「すべての住民が責務を果たす」)を求め

る社会規範から、異質性の端緒となるような、

大学への進学を強く促す「上昇志向」が発達す

るという逆説的な状況がみられるのである。こ

のような「上昇志向」(とも捉えられる思考枠

組み)は、長期的には村の同質性そのものを大

きく変化させていくであろう。

　しかし、ローカルな生活の文脈で「望ましく

ない生活」を避ける個人の判断に基づき、大学

進学者が増加する一方で、雇用機会は不足した

ままである。高学歴取得者の増加に伴い「よい

仕事」を巡る競争は一層激化し、結果として大

部分の者は「よい仕事」に就けず、願望と現実

の落差に直面することになる。こうしたなか、

後期中等教育・高等教育を経て「よい仕事」を

得た少数の「進学の成功例」(ただし、必ずし

も学歴と仕事の因果関係が定かではない)は、

進学という出来事によって若年層が果たすべき

責務のレベルが引き上げられることに、正当性

を賦与する側面を持つ。さらに、「いつか良く

なる」という発想で、住民によって「よい仕

事」に就けない状況が過渡期として捉えられる

こともある。現代のカンボジアでは上記のよう

な事情のもと、「望ましくない生活」を避ける

ための大学進学という個人の行為が、かえって

社会全体の不安を増大させる可能性がある。こ
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註

1.1975年４月から1979年１月までの民主カンプチア政権期を指す。ポル・ポト政権期には、粛清の名の下に知

識人をはじめとする多くの住民が殺害され、飢餓が蔓延していた。ポル・ポト政権下での死者数に関しては

諸説あるが、Kiernan[1985]によればその数は150万人にも及ぶ(Kiernan[1985])。同政権下では、宗教が弾圧

され、学校制度も廃止されたと報告されている。

2.National Institute of Statistics(NIS) Ministry of Planning ,Report based on the Cambodia Socio-Economic 

Survey(CSES), Edcation2007

3.正式名称はカンボジア共産党。ポル・ポトが1963年から書記長を務めた。

4.インタビューの場を、筆者が聞きたい言葉を調査対象者から一方的に引き出す「尋問の場」にしない方法と

して、インタビュー内容は対象者に合わせて適宜変更し、ときには調査対象者にも質問をしてもらった。

5.現在カンボジアの農村は、農村の大部分を占める「田の村(スロック・スラエ)」と「畑の村(スロック・チョ

ムカー)」の２つに大きく分けられる。

6.「その他」の内訳としては、「主婦・家事手伝い」が21人(約10.1％ )、「無職(主婦・学生除く)」が15人(約

7.2％ )、「不明」が２人(約１％ )である。

7.P村に親戚がいるという高僧(在プノンペン)の支援の下、1994年から1996年にかけてつくられた水路である。

8.中学生以上は、教師が行う放課後補習に参加しなければ、試験で点数が取れず進級できなくなることもある。

住民の話によれば、放課後補習に出なければ解けないような問題(複雑な暗記問題など)が、試験においては

多く出されるという。しかしそうした状況も、当たり前のこととして住民に話されていた。

9.1979年のポル・ポト政権崩壊後、政権を掌握した人民革命党は、農民を班単位に組織化し共同耕作に従事さ

せる制度、クロムサマキ・ボンコーボンカウンポル(以下、クロムサマキ)を農業政策の中心に据えた。クロ

ムサマキは、人民革命党政府が社会主義を放棄して土地に関する私的所有権を認めた1989年まで、中央政府

の政策とされた(天川[1997:25])。しかし多くの農村では、クロムサマキは当初の数年間しか実施されず、わ

ずか数年でその実態を失ったという。Slocomb[2003]によれば、1994年末までに、カンボジアの多くの地域

においてクロムサマキは消滅した (Slocomb[2003:111])。天川によれば、クロムサマキは村レベルでは、当初

の数年間が経過すると、各世帯に農地が分配され世帯毎の農業経営に移行したという(天川[1997:25])。

10.カンボジアでは1989年に私有財産権の導入があり、農地の売買が可能になった。また、計画経済実施期の

1980年代を経て1990年代に入ると、市場経済が導入され、土地の使用および所有に関する法整備がおこなわ

れた。1992年には土地法が施行され、法的に個人や国家の土地所有が認められ、土地の登記が再開された。

2001年になると、現在の土地所有制度が依拠する新土地法が施行された。このような制度の整備を背景に、

カンボジアの一部地域では、土地の取引が盛んにおこなわれるようになっていった。

11.例えば、非農業部門での雇用増加により全ての住民が農業をするという前提が崩れたり(返す労働力がない)、

農地を持たない住民が増加した(返す先の農地がない)ことによる。

12.カンボジア政府によれば、2010年時点のカンボジアの１人当たり年間平均所得(国民総所得を人口で割った

もの)は、約830ドルである。単純に計算すれば、１ヵ月当たり70ドル弱ということになる。

うしたカンボジアにおける大学進学の事例は、

「望ましくない生活」を避ける個人の営為の限

界も示唆していると言えよう。
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13.例えば学校の教師は、とりたてて給料が高くなくても、子どもたちに勉強を教える「立派」な仕事、長きに

わたり雇用される安定した仕事、として認識されることがある。

14.C氏が農地から収穫できる籾米の量は、年間500キログラム(2009年時)で、全て自給用としている。

15.たとえば、高校３年時のB男の塾代は、１ヵ月およそ30ドルであった。

16.賭博をしている男性たちも、自分たちのおこなっていることを「良くない」こととして認識しており、賭博

中は大声で盛り上がりつつも常に道側に背を向けている。賭博中の男性たちは、筆者が「写真を撮ってもい

いか」と尋ねると、「絶対にとっちゃだめ！」と頑なに写真撮影を拒否した。なおこの賭博小屋で賭博をし

ているのは男性のみであり、彼らの職業は、農民、トゥクトゥク運転手、ガイド等多様である。

17.D男は以前、３人乗りのバイクで暴走して、事故をおこしてしまった。運転していたD男は命に別状はなく、

足を骨折するだけで済んだが、同乗していた友人の１人は重体となり、もう１人はその事故によって死亡し

てしまった。
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